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議案第３０号 

 

   令和２年度川越市一般会計予算 

 

 令和２年度川越市一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 115,850,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費 

 の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期 

間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、 

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

5,000,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流 

用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（1）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ 

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

   令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 市 税 57,864,574 千円

１ 市 民 税 26,243,441

２ 固 定 資 産 税 23,077,894

３ 軽 自 動 車 税 658,927

４ 市 た ば こ 税 2,004,240

５ 入 湯 税 800

６ 事 業 所 税 1,680,183

７ 都 市 計 画 税 4,199,089

２ 地 方 譲 与 税 743,268

１ 地 方 揮 発 油 譲 与 税 204,354

２ 自 動 車 重 量 譲 与 税 510,204

３ 森 林 環 境 譲 与 税 28,710

３ 利 子 割 交 付 金 30,000

１ 利 子 割 交 付 金 30,000

４ 配 当 割 交 付 金 204,397

１ 配 当 割 交 付 金 204,397

５ 株式等譲渡所得割交付金 187,977

１ 株式等譲渡所得割交付金 187,977

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 400,000

１ 法 人 事 業 税 交 付 金 400,000

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 7,141,016

１ 地 方 消 費 税 交 付 金 7,141,016

８ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 50,000

１ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 50,000

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 92,928

１ 環 境 性 能 割 交 付 金 92,928

10 地 方 特 例 交 付 金 428,800

１ 地 方 特 例 交 付 金 428,800

11 地 方 交 付 税 1,500,000

金 額
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款 項

１ 地 方 交 付 税 1,500,000 千円

12 交通安全対策特別交付金 42,102

１ 交通安全対策特別交付金 42,102

13 分 担 金 及 び 負 担 金 900,732

１ 分 担 金 76

２ 負 担 金 900,656

14 使 用 料 及 び 手 数 料 2,093,456

１ 使 用 料 1,379,118

２ 手 数 料 714,338

15 国 庫 支 出 金 20,013,108

１ 国 庫 負 担 金 17,675,829

２ 国 庫 補 助 金 2,254,976

３ 委 託 金 82,303

16 県 支 出 金 7,644,958

１ 県 負 担 金 5,539,804

２ 県 補 助 金 1,236,149

３ 委 託 金 869,005

17 財 産 収 入 300,917

１ 財 産 運 用 収 入 158,187

２ 財 産 売 払 収 入 142,730

18 寄 附 金 30,330

１ 寄 附 金 30,330

19 繰 入 金 2,771,016

１ 基 金 繰 入 金 2,708,738

２ 他 会 計 繰 入 金 62,278

20 繰 越 金 1,000,000

１ 繰 越 金 1,000,000

21 諸 収 入 2,741,421

１ 延滞金、加算金及び過料 90,000

金 額
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款 項

２ 市 預 金 利 子 192 千円

３ 貸 付 金 元 利 収 入 7,269

４ 受 託 事 業 収 入 120,512

５ 雑 入 2,523,448

22 市 債 9,669,000

１ 市 債 9,669,000

115,850,000

 （２） 歳　出

款 項

１ 議 会 費 654,682 千円

１ 議 会 費 654,682

２ 総 務 費 12,048,357

１ 総 務 管 理 費 9,954,821

２ 徴 税 費 1,151,442

３ 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 508,769

４ 選 挙 費 142,826

５ 統 計 調 査 費 197,182

６ 監 査 委 員 費 93,317

３ 民 生 費 51,430,421

１ 社 会 福 祉 費 22,781,293

２ 児 童 福 祉 費 20,910,925

３ 生 活 保 護 費 7,736,038

４ 災 害 救 助 費 2,165

４ 衛 生 費 13,102,948

１ 保 健 衛 生 費 3,977,166

２ 清 掃 費 6,922,782

３ 下 水 道 費 2,203,000

５ 労 働 費 165,143

金 額

歳 入 合 計

金 額
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款 項

１ 労 働 費 165,143 千円

６ 農 林 水 産 業 費 592,669

１ 農 業 費 592,669

７ 商 工 費 778,472

１ 商 工 費 778,472

８ 土 木 費 8,309,824

１ 土 木 管 理 費 616,958

２ 道 路 橋 り ょ う 費 3,328,688

３ 河 川 費 429,660

４ 都 市 計 画 費 3,659,393

５ 住 宅 費 275,125

９ 消 防 費 4,967,470

１ 消 防 費 4,967,470

10 教 育 費 12,700,089

１ 教 育 総 務 費 3,677,383

２ 小 学 校 費 1,336,457

３ 中 学 校 費 879,039

４ 高 等 学 校 費 752,824

５ 特 別 支 援 学 校 費 21,223

６ 社 会 教 育 費 2,732,796

７ 学 校 保 健 費 3,300,367

11 災 害 復 旧 費 2,000

１ 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 2,000

12 公 債 費 10,803,627

１ 公 債 費 10,803,627

13 諸 支 出 金 174,298

１ 普 通 財 産 取 得 費 94,228

２ 土 地 開 発 公 社 費 80,070

14 予 備 費 120,000

金 額
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款 項

１ 予 備 費 120,000 千円

115,850,000

金 額

歳 出 合 計
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事 業 名 年 度

千円

令和2年度 259,000

令和3年度 592,000

令和4年度 812,000

計 1,663,000

総務管理費

款 項

第２表　継続費

年 割 額

２
本 庁 舎 老 朽 化

対 策 事 業
総 務 費 １
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第３表　債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

　広報川越の印刷製本に要する経費（令
和３年度事業分）

令和２年度から
令和３年度まで

　契約に基づき決定する期間中にお
ける広報川越の印刷製本に要する額

　公共用地先行取得費及び公共施設整備
費（令和２年度事業分）

令和２年度以降 　川越市土地開発公社が市の委託に
より行う公共用地の先行取得及びそ
の事業の実施とあわせて行う公共施
設の整備に要する額

　川越市土地開発公社が市の委託により
行う事業にあてるため金融機関から借り
入れる事業資金に対する債務保証（令和
２年度事業分）

令和２年度から
令和７年度まで

　元金 395,000千円及びこれに伴う
利子との合計額

　川越市土地開発公社が市の委託により
行う事業にあてるため金融機関から借り
入れる事業資金に対する債務保証（令和
２年度に借入期限満了となる平成２７年
度借入分）

同 上 　元金 997,500千円及びこれに伴う
利子との合計額

　納税通知書の印刷製本に要する経費（
令和３年度課税分）

令和２年度から
令和３年度まで

　5,788千円

　川越市障害者等相談支援事業業務委託 令和２年度から
令和７年度まで

　343,265千円

　川越市多子世帯応援クーポン事業業務
委託（令和２年度発行分）

令和３年度 　6,028千円

　保育ステーション運営管理業務委託 令和２年度から
令和８年度まで

　350,000千円

　ごみ処理施設で使用する薬品購入に要
する経費（令和３年度事業分）

令和２年度から
令和３年度まで

　契約に基づき決定する期間中にお
けるごみ処理施設で使用する薬品購
入に要する額

　川越市中小企業融資による県信用保証
協会が行う代位弁済に対する損失補償（
令和２年度融資分）

令和２年度以降 　県信用保証協会が行う保証債務額
のうち川越市が負担すべき額及び利
子

　川越市中小企業融資に係る利子補給金
（令和２年度融資分）

同 上 　融資取扱金融機関との契約に基づ
く利子補給額

　川越市中小企業災害復旧資金融資に係
る利子補助（令和２年度融資分）

令和３年度から
令和12年度まで

　事業活動復旧のために市が指定す
る金融機関から受けた融資の利子に
対する補助額

　道路照明灯ＬＥＤ化事業 令和２年度から
令和13年度まで

　527,000千円

　久保川橋架け替え工事 令和３年度 　27,900千円

　川越駅西口市有地利活用事業における
行政機能施設の賃借に要する経費

令和３年度から
令和49年度まで

　契約に基づき決定する期間中にお
ける賃料及び共益費の合計額
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事 項 期 間 限 度 額

　川越市立川越高等学校防球ネット改修
工事

令和３年度 　69,564千円

　菅間学校給食センター給食配送業務委
託（令和２年度契約分）

令和２年度から
令和７年度まで

　545,065千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

本 庁 舎 防 災 設 備 

 

改 修 事 業 費 

100,000 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

本庁舎アスベスト 

 

除 去 事 業 費 

25,600 同 上 同   上 同       上 

本庁舎等改修事業費 227,300 同 上 同   上 同       上 

市 民 セ ン タ ー 

 

整 備 事 業 費 

269,300 同 上 同   上 同       上 

文 化 施 設 設 備 

 

整 備 事 業 費 

30,900 同 上 同   上 同       上 

美 術 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

1,700 同 上 同   上 同       上 

総 合 体 育 館 設 備  
改 修 事 業 費 8,400 同 上 同   上 同       上 

武道館改修事業費 370,700 同 上 同   上 同       上 

総合福祉センター 

 

施 設 改 修 事 業 費 2,400 同 上 同   上 同       上 

第４表 地方債 
千 円 

-10-



起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

民間社会福祉施設 

 

整 備 事 業 費 

550,700 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

養 護 老 人 ホ ー ム 

 

施 設 改 修 事 業 費 

30,500 同 上 同   上 同       上 

職業センター施設 

 

改 修 事 業 費 

7,400 同 上 同   上 同       上 

民 間 保 育 施 設 

 

整 備 事 業 費 

58,500 同 上 同   上 同       上 

公 立 保 育 施 設 

 

整 備 事 業 費 

34,700 同 上 同   上 同       上 

子 育 て 安 心 施 設 

 

事 業 費 

696,900 同 上 同   上 同       上 

指 定 喫 煙 場 所 

 

分 煙 対 策 事 業 費 

16,100 同 上 同   上 同       上 

市 民 聖 苑 

や す ら ぎ の さ と 

設 備 整 備 事 業 費 

9,000 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

清 掃 運 搬 施 設 

 

整 備 事 業 費 

26,100 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

東 清 掃 セ ン タ ー 

 

改 修 事 業 費 

1,490,200 同 上 同   上 同       上 

土 地 改 良 事 業 費 10,500 同 上 同   上 同       上 

農 業 ふ れ あ い 

セ ン タ ー 改 修 

整 備 事 業 費 

14,500 同 上 同   上 同       上 

小仙波庁舎施設設備 

 

整 備 事 業 費 

17,700 同 上 同   上 同       上 

道路環境整備事業費 780,700 同 上 同   上 同       上 

道 路 照 明 灯 

 

更 新 事 業 費 

8,900 同 上 同   上 同       上 

道路新設改良事業費 420,500 同 上 同   上 同       上 

橋 り ょ う 新 設 

 

改 良 事 業 費 

303,700 同 上 同   上 同       上 

河 川 整 備 事 業 費 297,900 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

霞 ケ 関 駅 周 辺 

 

整 備 事 業 費 

18,900 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

南古谷駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

95,600 同 上 同   上 同       上 

川越駅西口周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

238,400 同 上 同   上 同       上 

川越駅西口都市基盤 

 

整 備 事 業 費 

100,700 同 上 同   上 同       上 

新河岸駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

2,000 同 上 同   上 同       上 

街 路 事 業 費 71,800 同 上 同   上 同       上 

公 園 整 備 事 業 費 336,600 同 上 同   上 同       上 

旧 川 越 織 物 市 場 

 

整 備 事 業 費 

105,300 同 上 同   上 同       上 

防災設備改修事業費 6,000 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

小 学 校 大 規 模 

 

改 造 事 業 費 

9,300 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

中 学 校 施 設 

 

整 備 事 業 費 

18,000 同 上 同   上 同       上 

中 学 校 大 規 模 

 

改 造 事 業 費 

9,300 同 上 同   上 同       上 

高 等 学 校 改 修 

 

整 備 事 業 費 

87,900 同 上 同   上 同       上 

特別支援学校改修 

 

整 備 事 業 費 

2,700 同 上 同   上 同       上 

学 童 保 育 室 

 

整 備 事 業 費 

18,900 同 上 同   上 同       上 

文 化 財 改 修 

 

整 備 事 業 費 

78,800 同 上 同   上 同       上 

公 民 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

14,600 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

博 物 館 等 改 修 

 

整 備 事 業 費 

83,400 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

臨 時 財 政 対 策 債 2,560,000 同 上 

5 . 0 ％ 以 内 

 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金につい

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の利率） 

同       上 

 

千 円 
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議案第３１号 

 

   令和２年度川越市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和２年度川越市国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ33,128,300千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入 

金の借入れの最高額は、100,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流 

用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（1）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ 

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

（2）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ 

らの経費の各項の間の流用 

 

   令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 国 民 健 康 保 険 税 6,791,969 千円

１ 国 民 健 康 保 険 税 6,791,969

２ 国 庫 支 出 金 1

１ 国 庫 補 助 金 1

３ 県 支 出 金 23,503,742

１ 県 補 助 金 23,503,742

４ 繰 入 金 2,334,294

１ 他 会 計 繰 入 金 2,334,294

５ 繰 越 金 350,000

１ 繰 越 金 350,000

６ 諸 収 入 148,294

１ 延滞金、加算金及び過料 101,000

２ 市 預 金 利 子 81

３ 貸 付 金 元 金 収 入 1,008

４ 雑 入 46,205

33,128,300

 （２） 歳　出

款 項

１ 総 務 費 465,248 千円

１ 総 務 管 理 費 300,731

２ 徴 税 費 162,542

３ 運 営 協 議 会 費 747

４ 趣 旨 普 及 費 1,228

２ 保 険 給 付 費 23,281,100

１ 療 養 諸 費 19,992,982

２ 高 額 療 養 費 3,168,570

３ 移 送 費 101

４ 出 産 育 児 諸 費 92,447

金 額

歳 入 合 計

金 額
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款 項

５ 葬 祭 諸 費 27,000 千円

３ 国民健康保険事業費納付金 8,823,030

１ 医 療 給 付 費 分 5,907,598

２ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 2,198,216

３ 介 護 納 付 金 分 717,216

４ 共 同 事 業 拠 出 金 7

１ 共 同 事 業 拠 出 金 7

５ 保 健 事 業 費 472,740

１ 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 401,282

２ 保 健 事 業 費 71,458

６ 公 債 費 1

１ 公 債 費 1

７ 諸 支 出 金 36,174

１ 償還金利子及び還付加算金 35,501

２ 延 滞 金 1

３ 貸 付 金 672

８ 予 備 費 50,000

１ 予 備 費 50,000

33,128,300

金 額

歳 出 合 計
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議案第３２号 

 

   令和２年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 令和２年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 4,674,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 3,893,632 千円

１ 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 3,893,632

２ 繰 入 金 764,758

１ 一 般 会 計 繰 入 金 764,758

３ 繰 越 金 10,000

１ 繰 越 金 10,000

４ 諸 収 入 5,610

１ 延滞金、加算金及び過料 1,001

２ 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 4,600

３ 預 金 利 子 9

4,674,000

 （２） 歳　出

款 項

１ 総 務 費 136,497 千円

１ 総 務 管 理 費 122,863

２ 徴 収 費 13,634

２ 広 域 連 合 納 付 金 4,529,903

１ 広 域 連 合 納 付 金 4,529,903

３ 諸 支 出 金 4,600

１ 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 4,600

４ 予 備 費 3,000

１ 予 備 費 3,000

4,674,000

金 額

歳 入 合 計

金 額

歳 出 合 計
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議案第３３号 

 

   令和２年度川越市歯科診療事業特別会計予算 

 

 令和２年度川越市歯科診療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ85,100千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

 

令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 診 療 収 入 32,157 千円

１ 外 来 収 入 32,157

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 134

１ 使 用 料 112

２ 手 数 料 22

３ 繰 入 金 38,708

１ 他 会 計 繰 入 金 38,708

４ 繰 越 金 13,800

１ 繰 越 金 13,800

５ 諸 収 入 301

１ 市 預 金 利 子 1

２ 雑 入 300

85,100

 （２） 歳　出

款 項

１ 総 務 費 71,747 千円

１ 施 設 管 理 費 71,747

２ 医 業 費 10,352

１ 医 業 費 10,352

３ 諸 支 出 金 1

１ 償 還 金 1

４ 予 備 費 3,000

１ 予 備 費 3,000

85,100

金 額

歳 入 合 計

金 額

歳 出 合 計
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議案第３４号 

 

   令和２年度川越市介護保険事業特別会計予算 

 

 令和２年度川越市介護保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ24,087,200千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出 

予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（1）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ 

らの経費の各項の間の流用 

 

   令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 保 険 料 5,341,123 千円

１ 介 護 保 険 料 5,341,123

２ 国 庫 支 出 金 4,739,525

１ 国 庫 負 担 金 4,059,585

２ 国 庫 補 助 金 679,940

３ 支 払 基 金 交 付 金 6,282,916

１ 支 払 基 金 交 付 金 6,282,916

４ 県 支 出 金 3,461,480

１ 県 負 担 金 3,272,422

２ 県 補 助 金 189,058

５ 財 産 収 入 3,726

１ 財 産 運 用 収 入 3,726

６ 繰 入 金 4,198,396

１ 一 般 会 計 繰 入 金 3,366,529

２ 基 金 繰 入 金 831,867

７ 繰 越 金 60,000

１ 繰 越 金 60,000

８ 諸 収 入 34

１ 延滞金、加算金及び過料 1

２ 預 金 利 子 29

３ 雑 入 4

24,087,200

 （２） 歳　出

款 項

１ 総 務 費 256,802 千円

１ 総 務 管 理 費 53,305

２ 徴 収 費 22,438

３ 介 護 認 定 審 査 会 費 179,943

金 額

歳 入 合 計

金 額
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款 項

４ 趣 旨 普 及 費 1,116 千円

２ 保 険 給 付 費 22,560,025

１ 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 20,637,959

２ 介護予防サービス等諸費 540,519

３ そ の 他 諸 費 15,254

４ 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 687,689

５ 高 額 医 療 合 算 介 護 96,994

サ ー ビ ス 等 費

６ 特 定 入 所 者 581,610

介 護 サ ー ビ ス 等 費

３ 地 域 支 援 事 業 費 1,231,097

１ 包 括 的 支 援 事 業 ・ 521,057

任 意 事 業 費

２ 介 護 予 防 ・ 生 活 支 援 647,312

サ ー ビ ス 事 業 費

３ 一 般 介 護 予 防 事 業 費 61,078

４ そ の 他 諸 費 1,650

４ 基 金 積 立 金 3,726

１ 基 金 積 立 金 3,726

５ 諸 支 出 金 5,550

１ 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 5,550

６ 予 備 費 30,000

１ 予 備 費 30,000

24,087,200

金 額

歳 出 合 計
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議案第３５号 

 

   令和２年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

 

令和２年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ91,100千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 繰 入 金 308 千円

１ 他 会 計 繰 入 金 308

２ 繰 越 金 24,099

１ 繰 越 金 24,099

３ 諸 収 入 66,693

１ 市 預 金 利 子 1

２ 貸 付 金 元 利 収 入 66,630

３ 雑 入 62

91,100

 （２） 歳　出

款 項

１ 母 子 父 子 寡 婦 91,100 千円

福 祉 資 金 貸 付 費

１ 総 務 費 91,100

91,100

金 額

歳 入 合 計

金 額

歳 出 合 計
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議案第３６号 

 

   令和２年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算 

 

 令和２年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 116,300千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 使 用 料 110,575 千円

１ 使 用 料 110,575

２ 繰 越 金 5,000

１ 繰 越 金 5,000

３ 諸 収 入 725

１ 市 預 金 利 子 1

２ 雑 入 724

116,300

 （２） 歳　出

款 項

１ 事 業 費 114,157 千円

１ 事 業 費 114,157

２ 公 債 費 1,143

１ 公 債 費 1,143

３ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

116,300

金 額

歳 入 合 計

金 額

歳 出 合 計
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議案第３７号 

 

   令和２年度川越市農業集落排水事業特別会計予算 

 

令和２年度川越市農業集落排水事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 148,200千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

 （１） 歳　入

款 項

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 80 千円

１ 分 担 金 80

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 23,075

１ 使 用 料 23,075

３ 繰 入 金 111,387

１ 他 会 計 繰 入 金 111,387

４ 繰 越 金 13,655

１ 繰 越 金 13,655

５ 諸 収 入 3

１ 市 預 金 利 子 1

２ 延 滞 金 1

３ 雑 入 1

148,200

 （２） 歳　出

款 項

１ 農 業 集 落 排 水 総 務 費 77,265 千円

１ 総 務 管 理 費 77,265

２ 公 債 費 66,935

１ 公 債 費 66,935

３ 予 備 費 4,000

１ 予 備 費 4,000

148,200

金 額

歳 入 合 計

金 額

歳 出 合 計
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議案第３８号 

 

   令和２年度川越市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和２年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給水戸数（月平均）          １６２，７００戸 

 （２）年間総配水量          ３９，６５０，０００㎥ 

 （３）一日平均配水量            １０８，６３０㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     配水管新設、改良等  事業費 ２，７５３，０７０千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 水道事業収益         ７，１１６，９７５千円 

  第１項 営業収益          ６，７０９，６１７千円 

  第２項 営業外収益           ４０７，３４１千円 

  第３項 特別利益                 １７千円 

         支      出 

 第１款 水道事業費用         ６，５０６，３９６千円 

  第１項 営業費用          ６，３３１，６８７千円 

  第２項 営業外費用           １６４，３２７千円 

  第３項 特別損失              ５，３８２千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額２，４６０，７８９千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額２１４，０４６千円、減債積立金２００，０００千円、建設改良積立金 
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２００，０００千円及び過年度分損益勘定留保資金１，８４６，７４３千円で補填するもの

とする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入            ９７３，７６７千円 

  第１項 企業債             ７００，０００千円 

  第２項 他会計負担金           ３５，９１７千円 

  第３項 工事負担金           １３０，０８７千円 

  第４項 水道施設加入金         １０７，７６２千円 

  第５項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ３，４３４，５５６千円 

  第１項 建設改良費         ２，７７０，８５８千円 

  第２項 企業債償還金          ６５８，６９８千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

配水管更新

事業費 

 

 

 

 

千円 

 

 

700,000 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年 5.0 ％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
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（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費      ６６３，７４１千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、３５，２９２千円と定める。 

 

  令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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議案第３９号 

 

   令和２年度川越市公共下水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和２年度公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水洗便所設置戸数           １４０，１００戸 

 （２）年間処理水量          ５０，０００，０００㎥ 

 （３）一日平均処理水量           １３６，９８６㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     公共下水道施設整備  事業費   ５９６，７２０千円 

     公共下水道施設改良  事業費 １，１４４，１９３千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 下水道事業収益        ６，６１６，７５２千円 

  第１項 営業収益          ４，６４９，４５０千円 

  第２項 営業外収益         １，８５０，４９９千円 

  第３項 特別利益            １１６，８０３千円 

         支      出 

 第１款 下水道事業費用        ６，４０７，３６２千円 

  第１項 営業費用          ５，９９５，３７２千円 

  第２項 営業外費用           ３５９，０３１千円 

  第３項 特別損失             ４７，９５９千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額２，５２２，１５７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
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整額１５９，７４１千円及び過年度分損益勘定留保資金２，３６２，４１６千円で補填する

ものとする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入            ８６９，８０７千円 

  第１項 企業債             ６００，０００千円 

  第２項 国庫補助金            ６５，０００千円 

  第３項 受益者負担金           ３３，３００千円 

  第４項 分担金               ９，３００千円 

  第５項 他会計負担金           ６９，９５９千円 

  第６項 他会計補助金           ９２，２４７千円 

  第７項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ３，３９１，９６４千円 

  第１項 建設改良費         ２，２００，１０３千円 

  第２項 企業債償還金        １，１８６，８６１千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

 （継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年割額 

   千円  千円 

１資本的 

支 出 

１建 設 

改良費 

上下水道管理センタ

ー監視制御設備更新

事業（汚水分） 

150,000 令和２年度 

令和３年度 

50,000 

100,000 

上下水道管理センタ

ー監視制御設備更新

事業（雨水分） 

150,000 令和２年度 

令和３年度 

50,000 

100,000 

新宿町二丁目下水道

管路施設更生事業 

404,712 令和２年度 

令和３年度 

242,828 

161,884 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事       項 期  間 限  度  額 

川越市水洗便所改造資金融資あつせん条

例による損失補償（令和２年度融資分） 

令和２年度

以降 

回収されない元本及び納付

すべき利子の合計額 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

下水道建設

改良事業費 

 

 

 

 

千円 

 

 

600,000 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年 5.0 ％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 

 （一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費

の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
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 （１）職員給与費      ５９８，４８１千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （他会計からの補助金） 

第１１条 下水道事業費用及び資本的支出に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、１３１，８１９千円である。 

 

  令和２年２月２１日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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